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公益財団法人くまもと産業支援財団 

 



（予算額 183,145 千円） 　の開催・啓発

・専門家の登録及び派遣

（予算額 763,655 千円） ・財団事業や国・県等支援制度の情報提供　　等

　
（予算額 14,548 千円） ・インキュベーションマネージャーによる助言・

  指導等

・くまもと大学連携インキュベータへの職員派遣

・創業者・ベンチャー企業等対象の勉強会等の開催　等

（予算額 25,214 千円） ・助成、セミナー等の開催　等

（予算額 38,271 千円）   の開催

・企業内教育訓練等への外部講師の派遣

・生産性向上の為の指導者育成及び指導者の派遣　等

（予算額 151,637 千円） 　よる指導等

・プライバシーマーク付与適格性審査、認定　　等

（予算額 134,846 千円）   貸付

・債務保証事業における代位弁済金回収

・設備貸与事業・単県設備貸与事業に係る債権管理　等

（予算額 15,707 千円） ・各種商談会の開催

・テストマーケティング支援

・東京・大阪BA、自動車関連取引コーディネーター

28,594 千円 　等の配置

・受発注企業ニーズ・シーズ情報等の収集・提供

・下請取引に係る法律相談　　等

（予算額 12,887 千円） ・機能性評価、分析、各種試験等費用の助成

・外国出願費用の助成　　等

（予算額 82,005 千円）

（予算額 8,813 千円）   築・強化
・国等公募事業に係るコーディネート、フォロー

千円   アップ

・財団所有特許等の維持管理　　等

（予算額 20,308 千円） ・九州地域バイオクラスター推進協議会に係る活動

・自然共生型産業に係る事業化案件発掘　　等

76,274 千円

（予算額 52 千円）

千円 （予算額 31,365 千円）

（予算額 29,807 千円） 29,807 千円

平 成 ３１ 年 度　事　業　及　び　会　計　体　系　図

（１）経営相談・指導事業 ・経営相談・指導、企業訪問の実施、セミナー等

（５）企業信頼性向上支援事業 ・規格等認証取得に係る相談対応、啓発、専門家に

（４）企業人材育成事業 ・企業人材育成講座（田原塾・ひのくに道場 等）

1 公 益 目 的 事 業 会 計
１ 事 業 革 新

予算額

　県内中小企業者等の経営基盤の強
化、創業の促進、技術の高度化等に関
する支援を総合的に実施する。

（３）新事業展開支援事業 ・リーディング企業支援

547,661 千円 （２）起業化支援事業 ・インキュベーション施設の管理及び運営

（１）ビジネスマッチング推進事業 ・県内受注企業・県外発注企業個別マッチング

（６）金融支援事業 ・被災中小企業施設・設備整備支援のための資金

２ 販 路 拡 大

予算額

（２）付加価値向上支援事業 ・国内外の展示会等への出展費用の助成

（１）国等の研究開発事業化支援事業 ・戦略的基盤技術高度化支援事業に係る活動　　等

予算額

111,126

３ 産 学 連 携
（２）産学行政橋渡し支援事業 ・産学連携の橋渡し支援、産学ネットワークの構

そ の 他 費 用

予算額

減価償却費　等

（３）新産業創出・参入促進事業 ・有機エレクトロニクス技術マッチング支援等

（１）保険代理事業 ・くまもと共済火災保険等の保険代理業務

2 収 益 事 業 等 会 計 ４ 施 設 貸 与 等

（予算額 31,417 千円） 予算額 （２）施設貸与事業 ・空き室の賃貸借及び会議室等の貸出

31,417

事務局管理費、電応研管理費、共同研究棟管理費 等3 法 人 会 計 管 理 費

予算額
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平成３１年度 財団運営方針 

 

 最近の県内の景気情勢について、日銀熊本支店が３月６日に発表した金融経済概観では、

「復興需要が本格化する下で、基調としては、緩やかに拡大しているが一部では弱めの動

きが続いている」との判断が示されておりますが、国内外の要因等にやや不透明が感じら

れます。 

このような中、当財団は、来年度も引き続き、熊本地震に伴う県内中小企業者等の復興

支援に全力で取り組むとともに、県内経済を支える中小企業者等への支援を積極的に展開

して参ります。 

 

 熊本地震に伴う復興支援として、グループ補助金の自己負担額に無利子貸付を行う「被

災中小企業施設・設備整備支援事業」の実施に引き続き積極的に取り組み、着実な審査と

速やかな貸付実行を実施して参ります。また、県内中小企業者等のＢＣＰの継続的改善に

向けたＢＣＭを推進するための研修会開催やアドバイザー派遣などを昨年度に引き続き実

施するほか、地域連携を進めて参ります。 

 

 次に、中小企業の支援としては、財団の「目指す姿」である「企業から信頼される財団・

企業とともに歩む財団・職員一丸となり前進する財団」を踏まえ、専門家派遣、よろず支

援拠点での経営相談・支援や、取引あっせん、商談会の開催、出展費用の助成等による販

路開拓支援、田原塾、ひのくにＩoＴによる人材育成、戦略的基盤技術高度化支援事業によ

る産学連携推進など各種事業・施策に積極的に取り組んで参ります。また、県内企業の生

産現場力の強化を目的に平成１１年度からスタートした「ひのくに道場」につきましては、

これまで８００名を超える皆様が受講されており、来年度は２０周年を迎えることから、

記念行事を予定しております。 

 

今後とも企業に寄り添う支援を積極的に行い、県内中小企業者から信頼される財団とな

るよう取組みを進めて参ります。 
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平成３１年度事業計画書 

※（ ）内の数値は予算額を示し、金額単位は千円。 

 

公益目的事業  

県内中小企業者等の経営基盤の強化、創業の促進、技術の高度化等に関する支援を総合的

に実施する。 

 

１ 事業革新（547,661） 

県内中小企業者等の個々の経営課題の解決等のため、支援機関等と連携し専任職員や専

門家等によるきめ細かな相談体制を構築するとともに、専任スタッフによる企業訪問、セ

ミナー等の開催による啓発や専門家の派遣等、企業の要望に的確に応える指導や助言等を

実施する。 

また、社会環境の変化に対応し、創業支援や新事業展開、営業力強化に対する支援を実

施し新事業の創出を図るとともに、貴重な経営資源である企業人材の育成支援、企業の個

人情報保護への取組みに係る支援、金融支援等、企業の経営基盤の強化に資する支援を総

合的に実施する。 

 

（１）経営相談・指導事業（183,145） 

（国委託、県委託、県補助、くまもと産業創出基金、負担金、自主） 

県内中小企業者等の様々な相談に対応するため、専任スタッフやコーディネーター等

を配置し指導・助言を行うとともに、セミナー等の開催による啓発、また、高度な相談

については専門家派遣を行い、中小企業者の経営課題の解決を図ることで中小企業の経

営基盤を強化し、地域産業の発展に寄与する。 

 

（主な活動内容） 

・経営相談への指導・助言、企業訪問の実施、セミナー等の開催による啓発 

・経営・技術・情報等の専門的知識及び経験を有する専門家の登録及び派遣 

・財団事業や国・県等支援制度の情報提供  等 

 

（２）起業化支援事業（14,548）（県委託、自主） 

資金力や経営力に乏しい県内の創業予定者やベンチャー企業に事業スペースを提供

するインキュベーション施設（夢挑戦プラザ２１（益城町）等）を運営するとともに、

インキュベーションマネージャーを配置し、入居者の起業化に対する指導・助言等を行

う。また、くまもと大学連携インキュベータにも職員を配置して、入居者の起業化に対

する支援を行う。さらに、入居者や県内創業者、ベンチャー企業等が対象となる勉強会
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等を開催する。 

 

（主な活動内容） 

・夢挑戦プラザ２１の管理及び運営 

・くまもと大学連携インキュベータへの職員派遣 

・インキュベーションマネージャーによる入居者への指導・助言等 

・入居者や県内創業予定者、ベンチャー企業等対象の勉強会等の開催  等 

 

（３）新事業展開支援事業（25,214）（県委託） 

 新事業展開に取り組む県内中小企業者等を支援するとともに、商品及び技術開発や販

路開拓等に係る費用を助成する。また、商品及び技術開発や販路開拓等に取り組む際の

有用な情報の提供や専門的知識の普及等をセミナー等を通じて行う。 

 

（主な活動内容） 

・リーディング認定企業、リーディング育成企業等に対する各種支援の実施及び商品開

発や販路開拓等に係る助成、セミナー等の開催  等 

 

（４）企業人材育成事業（38,271）（国補助、県委託、くまもと産業創出基金、自主） 

 企業の経営者や後継者の育成、経営力や生産現場力の強化、生産性向上の実践等を目

的とした教育プログラムを実施するとともに、企業が実施する社員教育に外部講師を派

遣する等、地域産業を担う県内中小企業者等の人材育成を支援する。 

 

（主な活動内容） 

・企業人材育成講座（「田原塾」、「ひのくに道場」等）の開催 

・企業内教育訓練等への外部講師の派遣  等 

 

（５）企業信頼性向上支援事業（151,637）（県補助、くまもと産業創出基金、負担金、自主） 

個人情報保護に取り組む企業に対し、企業が個人情報を適切に取り扱う体制等を整備

していることを認定するとともに、経営基盤の強化に資する個人情報保護等に関する認

証取得を目指す企業の相談対応や指導・助言、制度や運用に関する知識の習得等を目的

としたセミナーを開催する等、信頼性の向上に向けた企業の取組みを支援する。 

 

（主な活動内容） 

・規格等認証取得に係る相談対応、啓発、専門家による指導・助言等 

・プライバシーマーク付与適格性審査、認定  等 
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（６）金融支援事業（134,846）（県委託、自主） 

平成２８年熊本地震により被害を受けた県内中小企業者等が、グループ補助金を活用

して施設・設備の復旧等を行う場合に長期・無利子の貸付けを行う。 

また、債務保証事業（平成 27 年度まで実施）に係る代位弁済金の回収や、設備貸与

事業（平成 26 年度まで実施）及び単県設備貸与事業（平成 17 年度まで実施）における

既存貸与先の債権管理を実施する。 

 

（主な活動内容） 

・被災中小企業施設・設備整備支援のための資金貸付 

・債務保証事業における代位弁済金の回収 

・設備貸与事業及び単県設備貸与事業の既存貸与先の債権管理  等 

 

２ 販路拡大（28,594） 

県内中小企業者等の受注の確保や県境を超えた取引先の拡大を促進するため、発注企

業の開拓、受発注企業の取引あっせんや取引商談会の開催等を行う。また、県内企業が

大都市圏等の企業との新製品開発、課題解決、試作案件へ参入するために必要な提案力

や商品の付加価値の向上に資する支援を実施する。併せて、下請取引上の苦情・紛争処

理の相談や下請代金支払遅延等防止法の普及啓発により下請取引の適正化を図る。 

 

（１）ビジネスマッチング推進事業（15,707） 

（県補助、販路開拓基金、自主） 

専任スタッフ及びビジネスエージェント等を県内や関東圏、関西圏に配置し、企業訪

問等を通した発注企業のニーズ情報や受注企業のシーズ情報等の収集・提供により県内

受注企業と県内外発注企業との取引を推進する。また、単県及び合同商談会の開催、職

員の同行訪問による県内受注企業と県外発注企業との個別マッチング、県外の展示会で

の財団ブースの設置等を通して、県内企業が県外企業へ提案する機会を多数創出する。

併せて、顧問弁護士を配置し、取引に係る相談に対応する。 

 

（主な活動内容） 

・職員の同行訪問による県内受注企業と県内外発注企業との個別マッチング 

・各種商談会の開催 

・テストマーケティング支援 

・東京、大阪ビジネスエージェント、自動車関連取引コーディネーター等の配置 

・発注企業のニーズ情報や受注企業のシーズ情報等の収集・提供 

・「下請かけこみ寺」の取引に係る法律相談への対応  等 
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（２）付加価値向上支援事業（12,887） 

（国補助、くまもと産業創出基金、販路開拓基金、自主） 

販路開拓に意欲的に取り組む県内中小企業者等の自社製品や技術の付加価値向上を

支援するため、国内外の展示会等への出展や機能性評価・分析・各種試験、外国出願等

に係る費用の助成等を行う。 

 

（主な活動内容） 

・国内外の展示会等への出展費用の助成 

・高付加価値な商品（バイオ・食品関連）づくりに資する機能性評価、分析、各種試験

等費用の助成 

・海外への事業展開等を計画している企業に対する外国出願費用の助成  等 

 

３ 産学連携（111,126） 

  産学行政の連携を促し、国、県が実施する産学連携支援策や大学等の技術シーズ等を活

用して、県内中小企業者等の製品等の企画・開発から実用化までの取組みや技術の高度化

等に対する支援を実施する。また、企業と大学や公設試等の橋渡し役として、人的・技術

的なネットワークの構築及びその強化に繋がる取組みを実施する。 

 

（１）国等の研究開発事業化支援事業（82,005）（国補助） 

県内中小企業者等のものづくり基盤技術の高度化を図るため、企業が国等の施策を活

用し、大学や公設試等とともに製品化に繋がる可能性の高い製品等の企画・開発から実

用化までの取組みや技術の高度化を進めるにあたり、当財団が事業管理機関として支援

を行うとともに、研究成果の事業化の促進に取り組む。 

 

（主な活動内容） 

・戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）の事業管理機関に係る活動  等 

 

（２）産学行政橋渡し支援事業（8,813）（くまもと産業創出基金、負担金、自主） 

   産学行政が一体となり地域産業の技術の高度化と企業の振興を目的とする「くまもと

技術革新･融合研究会(ＲＩＳＴ)」等を活用して、新産業・新事業創出を目指す企業の

発掘や研究開発プロジェクトの構築を進めるとともに、企業と大学・公設試等の橋渡し

役として、人的・技術的なネットワークの構築及びその強化を行うことにより、研究成

果の事業化段階まで切れ目なく支援する仕組みの整備を実施する。 
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（主な活動内容） 

・「くまもと技術革新･融合研究会(ＲＩＳＴ)」等を活用した産学連携の橋渡し支援、産

学ネットワークの構築・強化、セミナー等の開催 

・国等公募事業に係るコーディネート及び過去に終了した事業のフォローアップ 

・財団所有特許等の維持管理  等 

 

（３）新産業創出・参入促進事業（20,308）（国委託、県委託） 

有機エレクトロニクスやバイオ、医療・介護・健康等の成長分野への中小企業者等の

参入を促進するとともに、新たな製品・サービスの事業化を目指す企業に対して、コー

ディネーターや専任スタッフ等がセミナー等の開催による啓発、事業化案件発掘、ニー

ズ・シーズの発掘やマッチング等のサポートを行い、事業化を促進する。 

 

（主な活動内容） 

・有機エレクトロニクス技術等に精通したコーディネーターによる「企業と大学」「企

業間」の技術マッチング支援等 

・「九州地域バイオクラスター推進協議会」に係る各種事業の実施 

・「食と健康」産業創出支援に係る商品開発アドバイザー事業の実施 

  等 

 

収益事業 

４ 施設貸与等（31,417） 

財団の収益事業として以下の事業を実施する。 

 

（１）保険代理事業（52）（自主） 

くまもと共済（熊本県火災共済協同組合／熊本県中小企業共済協同組合）が取り扱う

火災共済、自動車共済等について、各種手続きや掛金の徴収・払込など保険代理業務を

行う。 

 

（２）施設貸与事業（31,365）（自主） 

当財団の空き室の賃貸借及び会議室等の有料貸出並びに㈱テクノインキュベーショ

ンセンターからの委託を受け当センターの運営事務を行う。 
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(単位：円）

H31予 算 額A H30予 算 額B H30決算見込み額Ｃ 予算比較D=A-B 決・予比較E＝A-C 備       考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 11,916,000 11,916,000 11,916,000 0 0

基本財産受取利息 11,916,000 11,916,000 11,916,000 0 0

特定資産運用益 125,219,000 157,541,000 161,956,000 △ 32,322,000 △ 36,737,000

特定資産受取利息 125,219,000 157,541,000 161,956,000 △ 32,322,000 △ 36,737,000

受取会費 3,000,000 3,000,000 3,000,000 0 0

会員受取会費 3,000,000 3,000,000 3,000,000 0 0

事業収益 189,304,000 203,126,000 206,571,000 △ 13,822,000 △ 17,267,000

設備貸与事業収益 1,470,000 7,835,000 7,832,000 △ 6,365,000 △ 6,362,000

その他収益 1,812,000 1,740,000 2,419,000 72,000 △ 607,000

保険代理事業収益 425,000 760,000 615,000 △ 335,000 △ 190,000

受講料収益 14,964,000 15,080,000 16,540,000 △ 116,000 △ 1,576,000

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ事業収益 155,658,000 160,697,000 162,882,000 △ 5,039,000 △ 7,224,000

財産貸付収益 14,941,000 15,952,000 15,221,000 △ 1,011,000 △ 280,000

著作権等受取使用料 34,000 1,062,000 1,062,000 △ 1,028,000 △ 1,028,000

受取補助金等 367,766,000 432,922,000 500,453,000 △ 65,156,000 △ 132,687,000

受取補助金 158,928,000 205,270,000 290,925,000 △ 46,342,000 △ 131,997,000

受託事業収益 208,838,000 227,652,000 209,528,000 △ 18,814,000 △ 690,000

受取負担金 4,041,000 4,372,000 4,139,000 △ 331,000 △ 98,000

受取専門家派遣負担金 1,612,000 1,836,000 1,710,000 △ 224,000 △ 98,000

受取人件費負担金 1,000,000 1,000,000 1,000,000 0 0

共済掛金 212,000 200,000 212,000 12,000 0

受取その他の負担金 1,217,000 1,336,000 1,217,000 △ 119,000 0

雑収益 4,789,000 5,480,000 5,218,000 △ 691,000 △ 429,000

受取利息 10,000 12,000 11,000 △ 2,000 △ 1,000

雑収益 4,779,000 5,468,000 5,207,000 △ 689,000 △ 428,000

経常収益計 706,035,000 818,357,000 893,253,000 △ 112,322,000 △ 187,218,000
（２）経常費用

事業費 795,072,000 938,797,000 991,655,000 △ 143,725,000 △ 196,583,000

割賦販売原価 7,585,000 7,585,000 7,585,000 0 0

委員報酬 1,762,000 1,474,000 1,330,000 288,000 432,000

役員報酬 5,257,000 5,182,000 4,900,000 75,000 357,000

給料手当 97,701,000 90,512,000 92,827,000 7,189,000 4,874,000

臨時雇賃金 90,097,000 83,334,000 92,883,000 6,763,000 △ 2,786,000

福利厚生費 31,853,000 30,192,000 30,347,000 1,661,000 1,506,000

旅費交通費 62,802,000 73,516,000 50,640,000 △ 10,714,000 12,162,000

通信運搬費 6,354,000 7,022,000 5,665,000 △ 668,000 689,000

減価償却費 16,823,000 16,388,000 16,337,000 435,000 486,000

消耗品費 9,370,000 9,243,000 9,319,000 127,000 51,000

修繕費 6,361,000 3,357,000 2,757,000 3,004,000 3,604,000

工事請負費 393,000 393,000 0 0 393,000

印刷製本費 3,067,000 3,629,000 1,920,000 △ 562,000 1,147,000

広告宣伝費 476,000 944,000 436,000 △ 468,000 40,000

水道光熱費 8,230,000 9,278,000 7,483,000 △ 1,048,000 747,000

燃料費 420,000 420,000 360,000 0 60,000

原稿料 600,000 0 0 600,000 600,000

食糧費 1,070,000 1,283,000 940,000 △ 213,000 130,000

資料購入費 2,246,000 1,485,000 1,723,000 761,000 523,000

会議費 172,000 242,000 170,000 △ 70,000 2,000

渉外費 768,000 655,000 677,000 113,000 91,000

研修費 2,192,000 1,546,000 1,226,000 646,000 966,000

諸謝金 171,228,000 174,664,000 161,593,000 △ 3,436,000 9,635,000

使用料及び賃借料 23,931,000 22,059,000 21,421,000 1,872,000 2,510,000

損害保険料 1,144,000 1,232,000 1,076,000 △ 88,000 68,000

保守点検費 7,160,000 7,723,000 6,199,000 △ 563,000 961,000

委託料 32,586,000 35,281,000 31,393,000 △ 2,695,000 1,193,000

支払手数料 2,023,000 1,618,000 1,581,000 405,000 442,000

雑役務費 0 260,000 100,000 △ 260,000 △ 100,000

租税公課 17,183,000 17,917,000 15,665,000 △ 734,000 1,518,000

負担金 2,027,000 2,779,000 2,022,000 △ 752,000 5,000

特許出願料 17,000 6,000 6,000 11,000 11,000

助成金 101,604,000 242,541,000 337,820,000 △ 140,937,000 △ 236,216,000

雑費 15,993,000 19,367,000 18,402,000 △ 3,374,000 △ 2,409,000

貸倒損失 0 1,093,000 0 △ 1,093,000 0

準備金繰入 64,577,000 64,577,000 64,852,000 0 △ 275,000

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成３１年度正味財産増減予算書
平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

科　　　　　　　　　　目
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(単位：円）

H31予 算 額A H30予 算 額B H30決算見込み額Ｃ 予算比較D=A-B 決・予比較E＝A-C 備       考

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成３１年度正味財産増減予算書
平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

科　　　　　　　　　　目

管理費 29,807,000 37,559,000 30,182,000 △ 7,752,000 △ 375,000

役員報酬 722,000 797,000 672,000 △ 75,000 50,000

給料手当 3,210,000 2,578,000 5,745,000 632,000 △ 2,535,000

臨時雇賃金 1,032,000 3,643,000 1,009,000 △ 2,611,000 23,000

共済給付金 514,000 514,000 496,000 0 18,000

福利厚生費 931,000 1,449,000 902,000 △ 518,000 29,000

共済給付引当金繰入 212,000 200,000 212,000 12,000 0

退職給付引当金繰入 5,409,000 3,643,000 4,327,000 1,766,000 1,082,000

旅費交通費 700,000 93,000 593,000 607,000 107,000

通信運搬費 71,000 91,000 76,000 △ 20,000 △ 5,000

減価償却費 5,231,000 12,298,000 5,231,000 △ 7,067,000 0

消耗品費 169,000 685,000 226,000 △ 516,000 △ 57,000

修繕費 1,138,000 393,000 415,000 745,000 723,000

工事請負費 107,000 107,000 0 0 107,000

印刷製本費 72,000 121,000 53,000 △ 49,000 19,000

広告宣伝費 12,000 13,000 0 △ 1,000 12,000

水道光熱費 2,197,000 2,826,000 2,022,000 △ 629,000 175,000

新聞図書費 46,000 47,000 44,000 △ 1,000 2,000

会議費 25,000 25,000 19,000 0 6,000

交際費 104,000 128,000 128,000 △ 24,000 △ 24,000

諸謝金 0 100,000 587,000 △ 100,000 △ 587,000

使用料及び賃借料 1,315,000 1,430,000 1,344,000 △ 115,000 △ 29,000

災害保険料 1,090,000 1,090,000 1,078,000 0 12,000

保守点検費 862,000 939,000 845,000 △ 77,000 17,000

委託料 2,570,000 2,601,000 2,416,000 △ 31,000 154,000

支払手数料 103,000 113,000 102,000 △ 10,000 1,000

雑役務費 0 40,000 0 △ 40,000 0

租税公課 986,000 796,000 902,000 190,000 84,000

諸会費 114,000 113,000 93,000 1,000 21,000

負担金 30,000 51,000 21,000 △ 21,000 9,000

雑費 800,000 600,000 600,000 200,000 200,000

支払利息 35,000 35,000 24,000 0 11,000

経常費用計 824,879,000 976,356,000 1,021,837,000 △ 151,477,000 △ 196,958,000
△ 118,844,000 △ 157,999,000 △ 128,584,000 39,155,000 9,740,000

基本財産評価損益等 0 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 118,844,000 △ 157,999,000 △ 128,584,000 39,155,000 9,740,000
２．経常外増減の部

（１）経常外収益

引当金取崩額 60,562,000 2,361,000 2,391,000 58,201,000 58,171,000

準備金取崩額 514,000 514,000 496,000 0 18,000

貸倒引当金取崩額 48,000 1,847,000 1,895,000 △ 1,799,000 △ 1,847,000

被災建物撤去費用引当金取崩額 60,000,000 0 0 60,000,000 60,000,000

経常外収益計 60,562,000 2,361,000 2,391,000 58,201,000 58,171,000

（２）経常外費用

除却損失 0 0 177,696,000 0 △ 177,696,000

建物除却損 0 0 175,574,000 0 △ 175,574,000

建物付属設備除却損 0 0 2,122,000 0 △ 2,122,000

引当金繰入 0 0 60,000,000 0 △ 60,000,000

被災建物撤去費用引当金繰入 0 0 60,000,000 0 △ 60,000,000

固定資産除却費 60,000,000 0 0 60,000,000 60,000,000

被災建物撤去費 60,000,000 0 0 60,000,000 60,000,000

経常外費用計 60,000,000 0 237,696,000 60,000,000 △ 177,696,000

当期経常外増減額 562,000 2,361,000 △ 235,305,000 △ 1,799,000 235,867,000

他会計振替額 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 118,282,000 △ 155,638,000 △ 363,889,000 37,356,000 245,607,000

一般正味財産期首残高 4,751,011,473 5,232,763,952 5,114,900,473 △ 481,752,479 △ 363,889,000

一般正味財産期末残高 4,632,729,473 5,077,125,952 4,751,011,473 △ 444,396,479 △ 118,282,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 683,930,000 683,930,000 683,930,000 0 0

指定正味財産期末残高 683,930,000 683,930,000 683,930,000 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 5,316,659,473 5,761,055,952 5,434,941,473 △ 444,396,479 △ 118,282,000

評価損益等調整前当期経常増減額
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(単位：円）
公益目的事業合計（A） 合　計

（A+B+C)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 0 0 11,916,000 11,916,000

基本財産受取利息 0 0 11,916,000 11,916,000

特定資産運用益 116,634,000 0 8,585,000 125,219,000

特定資産受取利息 116,634,000 0 8,585,000 125,219,000

受取会費 0 0 3,000,000 3,000,000

会員受取会費 0 0 3,000,000 3,000,000

事業収益 173,938,000 15,366,000 0 189,304,000

設備貸与事業収益 1,470,000 0 0 1,470,000

その他収益 1,812,000 0 0 1,812,000

保険代理事業収益 0 425,000 0 425,000

受講料収益 14,964,000 0 0 14,964,000

155,658,000 0 0 155,658,000

財産貸付収益 0 14,941,000 0 14,941,000

著作権等受取使用料 34,000 0 0 34,000

受取補助金等 359,280,000 8,486,000 0 367,766,000

受取補助金 158,928,000 0 0 158,928,000

受託事業収益 200,352,000 8,486,000 0 208,838,000

受取負担金 3,829,000 0 212,000 4,041,000

1,612,000 0 0 1,612,000

1,000,000 0 0 1,000,000

0 0 212,000 212,000

受取その他の負担金 1,217,000 0 0 1,217,000

雑収益 2,004,000 2,778,000 7,000 4,789,000

受取利息 3,000 0 7,000 10,000

雑収益 2,001,000 2,778,000 0 4,779,000

経常収益計 655,685,000 26,630,000 23,720,000 706,035,000
（２）経常費用

事業費 763,655,000 31,417,000 0 795,072,000

割賦販売原価 7,585,000 0 0 7,585,000

委員報酬 1,762,000 0 0 1,762,000

役員報酬 4,948,000 309,000 5,257,000

給料手当 95,024,000 2,677,000 0 97,701,000

臨時雇賃金 85,009,000 5,088,000 0 90,097,000

福利厚生費 30,569,000 1,284,000 0 31,853,000

旅費交通費 62,792,000 10,000 0 62,802,000

通信運搬費 6,305,000 49,000 0 6,354,000

減価償却費 11,435,000 5,388,000 0 16,823,000

消耗品費 9,174,000 196,000 0 9,370,000

修繕費 2,871,000 3,490,000 0 6,361,000

工事請負費 217,000 176,000 0 393,000

印刷製本費 3,036,000 31,000 0 3,067,000

広告宣伝費 471,000 5,000 0 476,000

水道光熱費 3,507,000 4,723,000 0 8,230,000

燃料費 420,000 0 0 420,000

原稿料 600,000 0 0 600,000

食糧費 1,070,000 0 0 1,070,000

資料購入費 2,227,000 19,000 0 2,246,000

会議費 172,000 0 0 172,000

渉外費 768,000 0 0 768,000

研修費 2,192,000 0 0 2,192,000

諸謝金 171,228,000 0 0 171,228,000

使用料及び賃借料 22,724,000 1,207,000 0 23,931,000

損害保険料 836,000 308,000 0 1,144,000

保守点検費 6,062,000 1,098,000 0 7,160,000

委託料 29,198,000 3,388,000 0 32,586,000

支払手数料 1,979,000 44,000 0 2,023,000

雑役務費 0 0 0 0

租税公課 15,356,000 1,827,000 0 17,183,000

負担金 2,027,000 0 0 2,027,000

特許出願料 17,000 0 0 17,000

助成金 101,604,000 0 0 101,604,000

雑費 15,893,000 100,000 0 15,993,000

貸倒損失 0 0 0

準備金繰入 64,577,000 0 0 64,577,000

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成３１年度正味財産増減予算書内訳表
平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

科     目

収益事業等合計（B)

法人会計（C)
公益事業計 施設貸与等事業

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ事業収益

受取専門家派遣負担金

受取人件費負担金

共済掛金

(1/2)
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(単位：円）
公益目的事業合計（A） 合　計

（A+B+C)

公益財団法人 くまもと産業支援財団

平成３１年度正味財産増減予算書内訳表
平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

科     目

収益事業等合計（B)

法人会計（C)
公益事業計 施設貸与等事業

管理費 0 0 29,807,000 29,807,000

役員報酬 0 0 722,000 722,000

給料手当 0 0 3,210,000 3,210,000

臨時雇賃金 0 0 1,032,000 1,032,000

共済給付金 0 0 514,000 514,000

福利厚生費 0 0 931,000 931,000

共済給付引当金繰入 0 0 212,000 212,000

退職給付引当金繰入 0 0 5,409,000 5,409,000

旅費交通費 0 0 700,000 700,000

通信運搬費 0 0 71,000 71,000

減価償却費 0 0 5,231,000 5,231,000

消耗品費 0 0 169,000 169,000

修繕費 0 0 1,138,000 1,138,000

工事請負費 0 0 107,000 107,000

印刷製本費 0 0 72,000 72,000

広告宣伝費 0 0 12,000 12,000

水道光熱費 0 0 2,197,000 2,197,000

新聞図書費 0 0 46,000 46,000

会議費 0 0 25,000 25,000

交際費 0 0 104,000 104,000

諸謝金 0 0 0 0

使用料及び賃借料 0 0 1,315,000 1,315,000

災害保険料 0 0 1,090,000 1,090,000

保守点検費 0 0 862,000 862,000

委託料 0 0 2,570,000 2,570,000

支払手数料 0 0 103,000 103,000

雑役務費 0 0 0 0

租税公課 0 0 986,000 986,000

諸会費 0 0 114,000 114,000

負担金 0 0 30,000 30,000

雑費 0 0 800,000 800,000

支払利息 0 0 35,000 35,000

経常費用計 763,655,000 31,417,000 29,807,000 824,879,000

△ 107,970,000 △ 4,787,000 △ 6,087,000 △ 118,844,000

基本財産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 107,970,000 △ 4,787,000 △ 6,087,000 △ 118,844,000
２．経常外増減の部

（１）経常外収益

引当金取崩額 48,000 0 60,514,000 60,562,000

準備金取崩額 0 0 514,000 514,000

貸倒引当金取崩額 48,000 0 0 48,000

被災建物撤去費用引当金取崩額 0 0 60,000,000 60,000,000

指定正味財産振替額 0 0 0 0

指定正味財産振替額 0 0 0 0

経常外収益計 48,000 0 60,514,000 60,562,000

（２）経常外費用

除却損失 0 0 0 0

建物除却損 0 0 0 0

建物付属設備除却損 0 0 0 0

引当金繰入 0 0 0 0

被災建物撤去費用引当金繰入 0 0 0 0

固定資産除却費 0 0 60,000,000 60,000,000

被災建物撤去費 0 0 60,000,000 60,000,000

経常外費用計 0 0 60,000,000 60,000,000

当期経常外増減額 48,000 0 514,000 562,000

他会計振替額 0 0 0 0

△ 107,922,000 △ 4,787,000 △ 5,573,000 △ 118,282,000

一般正味財産期首残高 3,697,850,731 8,389,365 1,044,771,377 4,751,011,473

一般正味財産期末残高 3,589,928,731 3,602,365 1,039,198,377 4,632,729,473

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 5,000,000 0 678,930,000 683,930,000

指定正味財産期末残高 5,000,000 0 678,930,000 683,930,000

Ⅲ　正味財産期末残高 3,594,928,731 3,602,365 1,718,128,377 5,316,659,473

当期一般正味財産増減額

評価損益等調整前当期経常増減額

(2/2)
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